
新しい経営理念

と経営ビジョンにつ

いて、田矢社長はこ

う述べる。「経営理

念は人を強く意識

し、安全と安心とい

う言葉で防災と環境

への取り組みを重視

する姿勢を示した。

経営ビジョンでは、

OYOの持つ基礎技

術と新たな研究開発

により生み出される

応用技術を融合さ

せ、新しい市場を開

拓し、縮小する市場

への依存から脱却す

ることを高く掲げ

た。言い換えれば、

待ちから攻めへの体

質転換を戦略的に行うという意思表示だ」。

収益力の増強を目的に
中期経営計画がスタート

2004年度を初年度とする中期経営計画は、

「OYOリボリューション21」で築いた収益体質

の土台に立ち「収益力の増強」と「新時代の

OYOの創造」を目的としている。数値的な目

標としては、ゴールである2006年度の営業利益

を単体で10億円以上（2003年度4億49百万円）、

連結で15億円以上（同5億10百万円）とするこ

とを掲げている。

「現在の経営環境、グループの統廃合、M＆A

などを考慮すると、受注高・売上高について

は現時点では予想し

がたい不確定な要素

を多く含んでいる。

そこで、目標を企業

にとって最も重要な

営業利益で表わし

た。前期の売上高営

業利益率は単体、連

結とも1％台と極め

て低い水準にあるの

で、今後は少なくと

も3～4％に高める必

要がある」と、田矢

社長は目標設定の背

景を説明する。

中期経営計画の事

業戦略としては、既

存事業分野の拡大・

新規事業の開発・グループ経営体制の強化・

ITインフラの活用による効率的な業務実施体

制の確立・販管費、固定費の削減をあげてい

る。既存マーケットでのシェア拡大を追求す

るとともに、大学との連携やM＆Aなどにより

新規事業の開発に力を入れる。

中期経営計画はこの事業戦略に基づいて具

体的な施策を示している。第一は現場対応能

力の向上だ。支店・支社など全国の事業所に

おける技術人材の不足を緩和するため、本社

機構からの配置転換などによって生産現場へ

の人員シフトを行い、顧客対応の窓口を広

げる。

第二は営業人員の質・量の向上である。こ

れについては、支社内での戦略的配置換えに

8期ぶりに経常増益に転換
受注の減少にも歯止め

このほど公表された応用地質の2003年度決算

は二つの点で重要な意義を持つ。一つは実に

8期ぶりに経常増益を達成したことだ。

建設投資が1996年をピークとして右肩下がり

の減少トレンドに入って以来、応用地質は

02年12月期まで単体・連結とも7期連続の経常

減益を余儀なくされた。しかし、03年12月期は

連結ベースで売上高が470億57百万円と前期比

6.5％の減収になったものの当初の予想を上回

り、経常利益は7億04百万円と同66.6％の大幅

増益を記録した。当期純利益も8億66百万円を

計上し、2期連続の最終赤字から脱却した。

建設市場の長期的な縮減に対処し、応用地

質は2001年度から中期経営改革プロジェクト

「OYOリボリューション21」を推進してきた。

このプロジェクトの狙いは、企業体質の転換

により減収の環境下においても増益を確保す

ることにある。03年12月期の増益は経営改革の

効果が徐々に現われつつあることを示唆して

いる。

「2003年度の営業成績には、この期から順次

実施した人件費削減と外注費節減の効果が貢

献しているのは確かだが、経営改革の成果は

もっと大きく出てしかるべきだ。その意味で、

むしろ今後の業績に対する寄与に期待をかけ

ている」と、田矢盛之・代表取締役社長は指

摘する。

もう一つの注目点は、建設投資の減少が続

く状況下で受注高が7期ぶりに増加したこと

だ。応用地質単体の03年12月期受注高は263億

39百万円と前期比3.0％の増加を達成した。こ

れには、内閣府・文部科学省両省からの地震

防災関連業務、防衛庁からの基地移転地盤調

査、九州の原発関連業務をはじめとする大型

プロジェクトを相次いで受注したことが大き

く寄与している。

「防災、環境、維持管理、都市再生、エネ

ルギーなどの国家的プロジェクトを受注でき

たことが大きい。例えば、都市再生の分野で

は羽田空港拡張や首都圏の外環道に関連する

業務を受注した。このような有力プロジェク

トに幅広く参画できるのは、応用地質の技術

力と営業力に対する評価と受け止めている」

と、田矢社長はコメントする。

三本柱で経営改革を実施
収益体制の土台を固める

「OYOリボリューション21」は、収益体制

の確立を図るため経営改革の三本柱として組

織・機構改革、人事改革、業務改革を掲げて

いる。「このプロジェクトは応用地質が従来型

の公共事業依存体質から脱皮し、第二の創業

に向けた改革であり、外部環境に左右されず

利益を生み出せる体制への土台づくりと意義

づけられる」と、田矢社長は語る。

まず組織・機構改革では、戦略的な組織再

編とグループ企業の強化を進めた。本社に関

しては、市場が縮小する中で中長期の事業戦

略が一段と重要になっていることに対応し、

新規事業開発やベンチャー育成、他社との提

携やM&Aなどを立案・推進する経営企画室を

設置した。また、営業に関する企画部門とし

て営業企画部を新設した。

よって営業担当者を増やし、受注増大につ

なげる。第三は事業分野別プロフィット管理

の導入だ。支社による地域別管理に加えて技

術分野ごとに事業所を横断した全国レベルの

管理体制を導入する。

「建設投資の縮小が続き、中身が防災、環

境、維持管理にシフトしている。こうした

新しい環境に適応できる営業担当者を育て、

第一線の現場に供給することがポイント」と、

田矢社長はまとめる。

2次元による目標管理を導入
営業組織と技術対応力を強化

応用地質は中期経営計画の初年度である

2004年度のスローガンとして「高収益体質

企業への転換を図ろう」を掲げ、「OYOリボ

リューション21」による改革の成果を生かし

て増収増益を目指す。具体的な経営方針とし

ては、2次元マトリックス目標管理の導入へ向

けての準備・営業組織の強化・技術対応力の

充実・グループ経営の重視・コンプライアン

ス（法令順守）運営の徹底、をあげている。

2次元マトリックスによる目標管理とは、従

来の事業所による地域別の縦の目標管理に加

え、事業分野別の横の目標管理を導入するこ

とだ。縦・横相互の管理によって効果的なパ

フォーマンス評価を実現する。

一方、コンプライアンス問題については、

すでにコンプライアンス委員会を設置し、

応用地質「企業行動指針」を策定・通達して

いるが、専任組織としてコンプライアンス室

を新設し、コンプライアンス経営の姿勢を明

確に打ち出した。

2004年12月期の連結決算については、売上高

は子会社の売却により446億円（前期比94.8％）

に減少すると予想しているが、営業利益は8億

円（同156.6％）、経常利益は10億20百万円（同

144.8％）と前年実績を大幅に上回る水準を見

込んでいる。

田矢社長は語る。「この収益見通しは今年度

の経営方針を確実に実行することによって高

収益体質企業へ転換するとの考えに基づいて

いる。2004年は業績回復の本格化を目指した勝

負の年にしたい」。

支社については、

東京支社と関西支社

を中心に組織の統合

を実施し、経営資源

の選択と集中の観点

から支店・営業所を

統廃合した。グルー

プ企業に関しても、

優良企業と不採算企

業を識別し、不採算

企業の解散や売却を

行った。

人事改革では、経

営に見合った人件費

の実現、多様な人材

雇用が可能なシステ

ム整備、教育制度の

再構築を推進した。

中心的な施策は業績

主義評価賃金制度に

転換するK21プロジェクトで、これは前期まで

に試行を終え、2004年度から新しい制度に移行

する。加えて、環境、防災などへの事業内容

のシフトに即応するため、戦略的な技術職員

を随時採用する制度を導入した。

業務改革では、業務の効率化を図るために

IT（情報技術）インフラを整備した。具体的

には、応用地質グループが所有する情報の蓄

積・共有化・活用を目的とするナレッジマネ

ジメント（KM）システムを整えた。さらに、

営業活動の効率化・高密度化を狙って営業担

当者の情報武装化システムであるSFAシステ

ムを導入した。「ITインフラは相当な金額を投

じて整備したが、完了したのは前期末にかけ

てだったので、具体的な効果が現われるのは

これからだ」と、田矢社長は今後に大きな期

待を寄せている。

安心と安全を技術で支える
新しい市場を創造する企業へ

応用地質グループを取り巻く環境として重

視しなければならないのは、建設関連市場の

縮小がなお続くことと建設投資の内容が大き

く変化していることだ。（財）建設経済研究所

の推計によると、2003年の建設投資は前年比

4.2％減の54.2兆円だったが、2004年はさらに減

少し52.1兆円に落ちる。注目点はこのような状

況のもとで建設投資の中身がものづくりから

防災、環境、維持管理に移行していることで

ある。現に、03年12月期における応用地質の防

災と環境に関連する業務の売上高は約200億円

と、全売上高の75％強に達している。

応用地質は2004年度からスタートする中期経

営計画の策定に当たり、新しい経営理念を打

ち出した。同社は1957年の設立以来、「地質工

学の創造」を経営理念としてきたが、社会の

ニーズに対応し業容が変化していることを踏

まえて新しい使命を掲げるべきと判断したた

めだ。新たな経営理念は「人と自然の調和を

図るとともに安全と安心を技術で支え社業の

発展を通じて社会に貢献する」である。

この経営理念に基づいて当面目指すべき企

業像である新しい経営ビジョンを決めた。そ

れは「地球にかかわる総合コンサルタントと

して地域社会に貢献するとともに独創的な技

術により新しい市場を自ら創造できる企業」

となっている。

建設投資が縮小トレンドを辿る状況のもとで、応用地質グループは需要が拡大する

防災、環境、維持管理の分野に経営資源を集中してきた。

2001年度から取り組んだ経営改革「OYOリボリューション21」の成果も加わり、2003年度は8期ぶりの経常増益を達成。

2004年度からの新しい中期経営計画により高収益企業への転換を図る。

応用地質グループ
地球にかかわる総合コンサルタント

防災、環境、維持管理への資源集中で高収益企業へ
―新時代のOYOの創造に向けた中期経営計画がスタート―

代表取締役社長 田矢　盛之

http://www.oyo.co.jp
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大学及び独立行政法人との連携によって実施されたピサの斜塔における
地盤調査では、ＯＹＯの表面波探査技術が用いられた。


